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原子力損害賠償制度の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注１ 賠償責任の額が賠償措置額を超えた時は，国会の議決により国の援助が行われる。 

注２ 原子力損害の賠償に関する法律上事業者が免責とされる損害（異常に巨大な天災地

変，社会的動乱）については，国が必要な措置を講ずる。    

 
 
 
 

 

 

 

 
原子力事業者に対する国の援助注１ 

（補助金交付・利子補給・低利融資など） 

原子力損害賠償 
補償契約 

（政府補償契約） 
 
・正常運転による原子力

損害 
・地震，噴火，津波によ

る原子力損害 
・発生後 10 年以降の請
求によるもの 

 

原子力損害賠償責任 
保険契約 

（民間責任保険契約） 
 

・一般事故による原子力損

害 
 

国による措置注２ 
 
・社会的動乱 
 
・異常に巨大な天災地

変 
 

600 億円 
 

原子力事業者が負うべき責任の範囲 
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